
事務事業No 事業名 [事業基本情報]

167 管理経費

○

分野別目標 2 ○ 法定受託事務

政 策 1

施 策 1

取 組 3

継続 主な事務事業

平成２０年

事業実施の根拠法令

関連個別計画 「３つのキーワード」との関連性

担当課・担当課長（Tel） いのちを守る ふるさと力を高める 該当せず

関連課 総合防災課、介護保険課、障害者支援課、保健対策課 ○

１　事業概要及び実施内容

事
業
概
要

２　事業コスト

予算 決算 予算 決算 予算 決算 決算 計画 決算

1,997 1,967 1,716 1,281 4,023 3,814 2,095 4,486

- - -14.1% 134.4% 8.0%

7,252 6,405 7,252 6,694 5,606 7,672 14,802 13,594

834 1,367 834 0 1,488 1,488 13,524 9,613

8,086 7,772 8,086 6,694 7,094 9,160 28,326 23,207

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 2,680 2,532 437 8,110

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 8 8 0 26
1,997 1,967 1,716 1,281 1,335 1,274 1,658 2,518
0.95 0.84 0.95 0.89 0.74 1.02 2 1.8

0.57 0.67 0.57 0 0.72 0.72 6.85 6.57

３　目標及び実績
平成21年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

年度目標値

実績値

全体目標値 全体目標達成度 年度別達成度 Ｂ Ｂ Ｂ

年度目標値

実績値

全体目標値 全体目標達成度 年度別達成度

年度目標値

実績値

全体目標値 全体目標達成度 年度別達成度 Ｂ Ｂ Ｂ

年度目標値

実績値

全体目標値 全体目標達成度 年度別達成度

単位

1.8

実
施
内
容

災害時要援護者の登録 災害時要援護者の登録
登録者情報の更新
登録者の地図情報管理

災害時要援護者の登録
登録者情報の更新
登録者の地図情報管理
災害時要援護者のための防災
マニュアルの作成
最も支援が必要と考えられる
災害時要援護者に対しての防
災マニュアル及び登録申出書
の配布

災害時要援護者の登録
登録者情報の更新
登録者の地図情報管理
個別支援計画推進のための戸別
訪問・状況調査の実施支援が必
要と思われる方に対しての防災
マニュアルに対してのマニュア
ル及び登録申出書の配布

災害時要援護者の登録
登録者情報の更新
登録者の地図情報管理
支援が必要と思われる方に対
しての防災マニュアル及び登
録申出書の配布
訪問調査により得られた情報
の関係団体への提供
登録者の現況調査の実施

Ｂ

事
業
費
 
千
円

主な予算内訳 非常勤報酬５，０７６千円　印刷製本費１，５２３千円　通信運搬費１，３９８千円

国庫支出金

9,613

0

0

人件費

常勤職員

非常勤職員

31

平成25年度

計画

県支出金

23,207

3.2%

13,594

小計

伸び率（％）

活
動
指
標

事業費 4,152

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

そ の 他
2,474一般財源（税等）

市　　債

平成22年度

所要人数
常勤職員

非常勤職員

7,801

災害時要援護者登録制度の啓発広報活動

6.57

指標名及び達成状況

単位

成
果
指
標

災害時要援護者の支援体制づくり

単位

単位

Ｂ

事業進捗管理シート

災害時要援護者登録制度事業
事業区分(1)

事業経費

その他

地域福祉の推進

個人を尊重し、人々がともに助け合う優しいまち

その他

○

款

事業種別

人にやさしいまちづくりの推進

事業区分(2)
自治事務

地域福祉と健康づくりの推進

社会福祉費

目 社会福祉総務費

一般会計

民生費

会計・
予算区分

会計

平成２５年度

災害時要援護者登録事業事項

事業期間 ～ 大事業

項

社会福祉総務事業

平成２３年度 平成２４年度平成２１年度 平成２２年度

人と文化を育てる

事業目的（「誰・何」をどういう状態にする」ための事業か) 事業内容
災害時に自力や家族の力だけでは避難することが難しい方（災害時要援護者）にあらかじめその方
の情報を登録していただき、その登録情報をもとに地域の皆さんの協力を得て、防災情報の伝達や
避難誘導などを支援します。
和歌山市は、申出書記載の個人情報を基にして名簿を作成し、登録情報を市関係部局において共有
するとともに、各々の自治会、民生委員、自主防災会、消防団、警察署などに対して必要に応じて
開示して、平時における安否確認と災害が発生した時の避難支援活動に利用します。

災害時に自力又は家族の力だけでは避難することが難しい方を
支援する事業

高齢者・地域福祉課

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 対象外

○
評価年度


